
議   第  １４８  号   

平成２８年 ２ 月２２日提出   

 

熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部改正について 

 

 熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例（平成１２年条例第２４号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第２条に次の１号を加える。 

 (10) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）

関係の手数料 別表第１０ 

 別表第６の１の項事務の欄中「次項又は３の項に該当する場合」を「住宅の新築を

行う場合であって、３の項又は５の項に該当するとき」に改め、同項名称の欄中「長

期優良住宅建築等計画認定申請手数料」を「新築長期優良住宅建築等計画認定申請手

数料」に改め、同表８の項を同表１２の項とし、同表７の項を同表１１の項とし、同

表６の項事務の欄中「審査（」の次に「住宅の新築を行う場合であって、」を加え、「場

合」を「とき」に改め、同項名称の欄中「長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数

料」を「新築長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料」に改め、同項金額の欄中

「３の項」を「５の項」に改め、同項を同表１０の項とし、同項の前に次のように加

える。 

９ 長期優良住宅促進法第

８条第１項の規定に基

づく長期優良住宅建築 

登録住宅性能

評価機関の発

行する適合証 

４の項に規定する金額の２分の１

の額 
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 等計画の変更の認定の

申請に対する審査（既

存の住宅の増築又は改

築を行う場合であっ

て、登録住宅性能評価

機関の発行する適合証

が添付されたときに限

る。） 

が添付された

場合の既存長

期優良住宅建

築等計画変更

認定申請手数

料 

 

 別表第６の５の項事務の欄中「審査（」の次に「住宅の新築を行う場合であって、」

を加え、「場合」を「とき」に改め、同項名称の欄中「長期優良住宅建築等計画変更認

定申請手数料」を「新築長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料」に改め、同項

金額の欄中「２の項」を「３の項」に改め、同項を同表８の項とし、同項の前に次の

ように加える。 

７ 長期優良住宅促進法第

８条第１項の規定に基

づく長期優良住宅建築

等計画の変更の認定の

申請に対する審査（既

存の住宅の増築又は改

築を行う場合であっ

て、９の項に該当する

ときを除く。） 

既存長期優良

住宅建築等計

画変更認定申

請手数料 

２の項に規定する金額の２分の１

の額 

別表第６の４の項事務の欄中「次項又は６項に該当する場合」を「住宅の新築を行

う場合であって、８の項又は１０の項に該当するとき」に改め、同項名称の欄中「長

期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料」を「新築長期優良住宅建築等計画変更認

定申請手数料」に改め、同項を同表６の項とし、同表３の項事務の欄中「審査（」の

次に「住宅の新築を行う場合であって、」を、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」

の次に「（平成１１年法律第８１号）」を加え、「場合」を「とき」に改め、同項名称の

欄中「長期優良住宅建築等計画認定申請手数料」を「新築長期優良住宅建築等計画認

定申請手数料」に改め、同項を同表５の項とし、同項の前に次のように加える。 
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４ 長期優良住宅促進法第

第５条第１項から第３

項までの規定に基づく

長期優良住宅建築等計

画の認定の申請に対す

る審査（既存の住宅の

増築又は改築を行う場

合であって、登録住宅

性能評価機関の発行す

る適合証が添付された

ときに限る。） 

登録住宅性能

評価機関の発

行する適合証

が添付された

場合の既存長

期優良住宅建

築等計画認定

申請手数料 

(1) 一戸建ての住宅 20,000円 

(2) 共同住宅等 

ア 総住戸数が1戸から5戸まで

のもの 38,000円を申請住戸

数で除して得た額 

イ 総住戸数が6戸から10戸まで

のもの 62,000円を申請住戸

数で除して得た額 

ウ 総住戸数が11戸から25戸ま

でのもの 103,000円を申請住

戸数で除して得た額 

エ 総住戸数が26戸から50戸ま

でのもの 166,000円を申請

住戸数で除して得た額 

オ 総住戸数が51戸から100戸ま

でのもの 253,000円を申請住

戸数で除して得た額 

カ 総住戸数が101戸から200戸

までのもの 431,000円を申請

住戸数で除して得た額 

キ 総住戸数が201戸から300戸

までのもの 546,000円を申請

住戸数で除して得た額 

ク 総住戸数が301戸以上のも

の 619,000円を申請住戸数

で除して得た額 

 別表第６の２の項事務の欄中「審査（」の次に「住宅の新築を行う場合であって、」

を加え、「場合」を「とき」に改め、同項名称の欄中「長期優良住宅建築等計画認定申

請手数料」を「新築長期優良住宅建築等計画認定申請手数料」に改め、同項を同表３

の項とし、同項の前に次のように加える。 
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２ 長期優良住宅促進法第 

第５条第１項から第３

項までの規定に基づく

長期優良住宅建築等計

画の認定の申請に対す

る審査（既存の住宅の

増築又は改築を行う場

合であって、４の項に

該当するときを除く。） 

既存長期優良

住宅建築等計

画認定申請手

数料 

(1) 一戸建ての住宅 70,000円 

(2) 共同住宅等 

ア 総住戸数が1戸から5戸まで

のもの 186,000円を申請住戸

数で除して得た額 

イ 総住戸数が6戸から10戸ま

でのもの 297,000円を申請

住戸数で除して得た額 

ウ 総住戸数が11戸から25戸ま

でのもの 592,000円を申請住

戸数で除して得た額 

エ 総住戸数が26戸から50戸ま

でのもの 1,061,000円を申

請住戸数で除して得た額 

オ 総住戸数が51戸から100戸

までのもの 1,824,000円を

申請住戸数で除して得た額 

カ 総住戸数が101戸から200戸

までのもの 3,375,000円を申

請住戸数で除して得た額 

キ 総住戸数が201戸から300戸

までのもの 4,825,000円を申

請住戸数で除して得た額 

ク 総住戸数が301戸以上のも

の 5,916,000円を申請住戸

数で除して得た額 

 別表第６備考第２項中「（平成１１年法律第８１号）」を削り、同表備考第３項中「、

２の項又は３の項」を「から５の項まで」に改め、同表備考第４項中「４の項、５の

項又は６の項」を「６の項から１０の項まで」に、「、２の項又は３の項」を「から５

の項まで」に改め、同表備考第５項中「、２の項又は３の項」を「から５の項まで」
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に改め、同表備考第６項中「４の項、５の項又は６の項」を「６の項から１０の項ま

で」に改める。 

 別表に次の１表を加える。 

 別表第１０（第２条第１０号関係） 

項 事務 名称 金額 

１ 建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律（以

下「建築

物省エネ

法」とい

う 。） 第

２９条第

１項の規

定に基づ

く建築物

エネルギ

ー消費性

能向上計

画の認定

の申請に

対する審

査 

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

認定申請

手数料 

 次の各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ､そ

れぞれ当該各号に定める額 

 (1) 住宅部分 次のア又はイに掲げる場合の区

分に応じ、それぞれア又はイに定める額 

  ア 適合証又は設計住宅性能評価書の写しが添

付される場合 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる審査

の対象となる住宅の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

又は(ｲ)に定める額 

   (ｱ) 一戸建ての住宅又は共同住宅等の住

戸 5,000円 

   (ｲ) 共同住宅等の全体 次のａからｄまで

に掲げる住宅部分の面積の区分に応じ、そ

れぞれａからｄまでに定める額 

    ａ 300平方メートル未満 10,000円 

    ｂ 300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満 20,000円 

    ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満 44,000円 

    ｄ 5,000平方メートル以上 78,000円 

  イ 適合証又は設計住宅性能評価書の写しが添

付されない場合 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる審

査の対象となる住宅の区分に応じ、それぞれ

(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

   (ｱ) 一戸建ての住宅又は共同住宅等の住戸
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        次のａ又はｂに掲げる住宅部分の面積の

区分に応じ、それぞれａ又はｂに定める額

    ａ 200平方メートル未満 31,000円 

    ｂ 200平方メートル以上 34,000円 

   (ｲ) 共同住宅等の全体 次のａからｄまで

に掲げる住宅部分の面積の区分に応じ、そ

れぞれａからｄまでに定める額 

    ａ 300平方メートル未満 61,000円 

    ｂ 300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満 102,000円 

    ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満 174,000円 

    ｄ 5,000平方メートル以上 249,000円 

 (2) 住宅部分以外の部分 次のア又はイに掲げ

る場合の区分に応じ、それぞれア又はイに定め

る額 

  ア 適合証が添付される場合 次の(ｱ)から(ｶ)

までに掲げる住宅部分以外の部分の面積の区

分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｶ)までに定める

額 

   (ｱ) 300平方メートル未満 10,000円 

   (ｲ) 300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満 26,000円 

   (ｳ) 2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満 78,000円 

   (ｴ) 5,000平方メートル以上10,000平方メー

トル未満 123,000円 

   (ｵ) 10,000平方メートル以上25,000平方メ

ートル未満 155,000円 

   (ｶ) 25,000平方メートル以上 194,000円 
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     イ 適合証が添付されない場合 次の(ｱ)又は

(ｲ)に掲げる評価基準の区分に応じ、それぞれ

(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

   (ｱ) モデル建物法 次のａからｆまでに掲

げる住宅部分以外の部分の面積の区分に応

じ、それぞれａからｆまでに定める額 

    ａ 300平方メートル未満 77,000円 

    ｂ 300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満 129,000円 

    ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満 209,000円 

    ｄ 5,000平方メートル以上10,000平方メ

ートル未満 273,000円 

    ｅ 10,000平方メートル以上25,000平方メ

ートル未満 328,000円 

    ｆ 25,000平方メートル以上 385,000円 

   (ｲ) 標準入力法・主要室入力法 次のａから

ｆまでに掲げる住宅部分以外の部分の面積

の区分に応じ、それぞれａからｆまでに定

める額 

    ａ 300平方メートル未満 201,000円 

    ｂ 300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満 325,000円 

    ｃ 2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満 464,000円 

    ｄ 5,000平方メートル以上10,000平方メ

ートル未満 572,000円 

    ｅ 10,000平方メートル以上25,000平方メ

ートル未満 676,000円 

- 127 -



       ｆ 25,000平方メートル以上 771,000円 

２ 建築物省

エネ法第

３１条第

１項の規

定に基づ

く建築物

エネルギ

ー消費性

能向上計

画の変更

の認定の

申請に対

する審査

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

変更認定

申請手数

料 

１の項に規定する金額の２分の１の額 

３ 建築物省

エネ法第

３６条第

１項の規

定に基づ

く建築物

エネルギ

ー消費性

能に係る

認定の申

請に対す

る審査 

建築物エ

ネルギー

消費性能

認定申請

手数料 

次の(1)又は(2)に掲げる建築物の部分の区分に応

じ、それぞれ(1)又は(2)に定める額 

 (1) 住宅部分 次のア又はイに掲げる場合の区

分に応じ、それぞれア又はイに定める額 

  ア 適合証、認定通知書又は建設住宅性能評価

書が添付される場合 １の項(1)アに定める

額（共同住宅等の住戸に係る額を除く。） 

  イ アに掲げる場合以外の場合 次の(ｱ)又は

(ｲ)に掲げる評価基準の区分に応じ、それぞれ

(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

   (ｱ) 性能基準 次のａ又はｂに掲げる審査

の対象となる住宅の区分に応じ、それぞれ

ａ又はｂに定める額 

    ａ 一戸建ての住宅 次の(a)又は(b)に掲

げる住宅部分の面積の区分に応じ、それぞ
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   れ(a)又は(b)に定める額 

     (a) 200平方メートル未満 31,000円 

     (b) 200平方メートル以上 34,000円 

    ｂ 共同住宅等 次の(a)から(d)までに掲

げる住宅部分の面積の区分に応じ、それ

ぞれ(a)から(d)までに定める額 

     (a) 300平方メートル未満 61,000円 

     (b) 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 102,000円 

     (c) 2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満 174,000円 

     (d) 5,000平方メートル以上 249,000

円 

   (ｲ) 仕様基準 次のａ又はｂに掲げる審査

の対象となる住宅の区分に応じ、それぞれ

ａ又はｂに定める額 

    ａ 一戸建ての住宅 次の(a)又は(b)に掲

げる住宅部分の面積の区分に応じ、それ

ぞれ(a)又は(b)に定める額 

     (a) 200平方メートル未満 16,000円 

     (b) 200平方メートル以上 17,000円 

    ｂ 共同住宅等 次の(a)から(d)までに掲

げる住宅部分の面積の区分に応じ、それ

ぞれ(a)から(d)までに定める額 

     (a) 300平方メートル未満 29,000円 

     (b) 300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満 51,000円 

     (c) 2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満 91,000円 

     (d) 5,000平方メートル以上 138,000円
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    (2) 住宅部分以外の部分 次のア又はイに掲げ

る場合の区分に応じ、それぞれア又はイに定め

る額 

  ア 適合証又は認定通知書が添付される場合 

１の項(2)アに定める額 

  イ アに掲げる場合以外の場合 １の項(2)イ

に定める額 

備考 

１ 住宅部分とは、居住のために継続的に使用する室、廊下、玄関、階段その他

の人の居住の用に供する建築物の部分をいう。 

２ 適合証とは、建築物省エネ法第３０条第１項各号に掲げる基準に適合するこ

とを、住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する登録住宅

性能評価機関又はエネルギーの使用の合理化等に関する法律第７６条第１項

に規定する登録建築物調査機関が証する書面をいう。 

３ 設計住宅性能評価書とは、住宅の品質確保の促進に関する法律第６条第１項

に規定する設計住宅性能評価書をいう。 

４ モデル建物法とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成 

２８年経済産業省・国土交通省令第１号）第１条第１項第１号ロ、第８条第１

号イ(2)及びロ(2)に規定する基準をいう。 

５ 標準入力法・主要室入力法とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める

省令第１条第１項第１号イ、第８条第１号イ(1)及びロ(1)に規定する基準をい

う。 

６ 認定通知書とは、建築物省エネ法第３０条第１項の規定による認定（建築物

省エネ法第３１条第２項の規定により準用される場合を含む。）又は都市の低

炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の規定による低炭素建築物新築等

計画の認定の通知書の写し及び建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５

項に規定する検査済証の写しをいう。 

７ 建設住宅性能評価書とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条第３

項に規定する建設住宅性能評価書の写しをいう。 

８ 性能基準とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項
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第２号イ(1)及びロ(1)に規定する基準をいう。 

９ 仕様基準とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項

第２号イ(2)及びロ(2)に規定する基準をいう。 

１０ 建築物が、住宅部分及び住宅部分以外の部分を有する場合の手数料の額は、

当該それぞれの部分に係るこの表に掲げる区分に応じた額を合計した額とす

る。 

１１ １の項において、建築物省エネ法第３０条第２項の規定により建築基準関

係規定への適合性審査の申出があった場合は、１申請（建築物又は申請住戸数

が２以上のものを含む。この項及び次項において同じ。）当たり別表第１の１

の項に規定する金額を加算する。この場合において、建築基準関係規定への適

合性審査の対象に建築基準法第８７条の２の昇降機に係る部分が含まれると

きは、１申請当たり別表第１の２の項に規定する金額を加算する。 

１２ ２の項において、建築物省エネ法第３１条第２項において準用する建築物

省エネ法第３０条第２項の規定により建築基準関係規定への適合性審査の申

出があった場合は、１申請当たり別表第１の１の項に規定する金額を加算する。

この場合において、建築基準関係規定への適合性審査の対象に建築基準法第 

８７条の２の昇降機に係る部分が含まれるときは、１申請当たり別表第１の２

の項又は同表３の項に規定する金額を加算する。 

 

附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

（提出理由） 

  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）の

施行等に伴い、手数料の新設をするため、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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